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和
平
築
く
広
島
サ
ミ
ッ
ト
に

2 気候変動対策で日本の役割を果たせ

事
項
を
振
り
返
っ
て
み
ま
し
ょ
う
。【
表
１
】

は
昨
年
の
ド
イ
ツ
で
の
Ｇ
７
首
脳
宣
言
の
気

候
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
の
主
要
な
ポ
イ
ン
ト

で
す
。

昨
年
の
Ｇ
７
サ
ミ
ッ
ト
で
は
、「
排
出
削

減
対
策
の
な
い
石
炭
火
力
発
電
所
の
廃
止
」

が
合
意
さ
れ
ま
し
た
が
、【
表
２
】
が
示
す

よ
う
に
、
Ｇ
７
メ
ン
バ
ー
国
で
石
炭
火
力
の

廃
止
時
期
を
明
示
し
て
い
な
い
の
は
今
や
日

本
だ
け
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、「
35
年
ま
で
に
電
力
部
門
の
大
部

分
を
脱
炭
素
化
」
す
る
と
の
合
意
に
関
す
る

各
国
の
目
標
と
21
年
の
実
績
を
示
し
た
も
の

が
【
表
３
（
次
ペ
ー
ジ
）】
で
す
。
こ
の
合

意
の
背
景
に
は
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向

け
て
、
ま
ず
電
力
の
脱
炭
素
化
を
先
行
し
て

進
め
る
こ
と
に
加
え
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
を

受
け
て
、
化
石
燃
料
依
存
を
減
ら
す
こ
と
の

緊
急
性
へ
の
認
識
が
高
ま
っ
た
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
カ
ナ
ダ
、
ド
イ
ツ
、
英

国
、
米
国
が
35
年
時
点
で
の
電
力
部
門
脱
炭

素
化
を
目
標
に
し
て
い
ま
す
。
イ
タ
リ
ア
は

30
年
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
70
％
を
目
標

と
し
、
フ
ラ
ン
ス
は
原
発
を
含
め
既
に
９
割

を
脱
炭
素
化
し
て
い
ま
す
。
日
本
だ
け
が
、

35
年
脱
炭
素
化
を
国
内
目
標
と
せ
ず
、
め
ど

も
立
っ
て
い
な
い
国
と
な
っ
て
い
ま
す
。

日
本
政
府
の
Ｇ
Ｘ
基
本
方
針

政
府
が
今
年
２
月
に
閣
議
決
定
し
た
Ｇ
Ｘ

（
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
が
示
す
危
機

世
界
は
今
、
気
候
変
動
、
生
物
多
様
性
の

減
少
、
環
境
汚
染
と
い
う
３
つ
の
地
球
規
模

の
危
機
に
直
面
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
危

機
の
背
景
に
は
、
私
た
ち
の
経
済
活
動
、
す

な
わ
ち
消
費
や
生
産
の
在
り
方
が
持
続
不
可

能
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
に
よ

り
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
が
深
刻
化
し
て
い
ま
す
。

今
年
５
月
に
は
日
本
が
議
長
国
と
な
り
広

島
で
先
進
国
首
脳
会
議
（
Ｇ
７
サ
ミ
ッ
ト
）

が
開
催
さ
れ
ま
す
。
Ｇ
７
サ
ミ
ッ
ト
で
は
、

気
候
危
機
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
が
同
時
に
進

む
世
界
で
、
Ｇ
７
諸
国
が
こ
の
危
機
に
ど
う

立
ち
向
か
う
の
か
、
そ
の
た
め
の
戦
略
を
議

論
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

戦
争
は
環
境
破
壊
、
人
権
破
壊
の
最
た
る

も
の
で
す
。
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
で

加
速
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
は
、
世
界
が
化

石
燃
料
へ
の
依
存
か
ら
脱
却
す
る
こ
と
の
緊

急
性
を
強
く
認
識
さ
せ
ま
し
た
。
ウ
ク
ラ
イ

ナ
で
の
紛
争
が
起
き
て
間
も
な
い
昨
年
４
月

４
日 

、「
気
候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ

ル
」（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）が
最
新
報
告
書
を
発
表
し
、

人
類
が
破
滅
的
か
つ
不
可
逆
的
な
気
候
変
動

を
回
避
す
る
機
会
が
失
わ
れ
つ
つ
あ
る
こ
と

に
強
い
警
鐘
を
鳴
ら
し
ま
し
た
【
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ

（
２
０
２
２
）】。

化
石
燃
料
を
巡
る
紛
争
を
回
避
し
、
脱
炭

素
社
会
へ
の
移
行
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障

を
強
化
す
る
た
め
の
正
攻
法
は
、
化
石
燃
料

へ
の
依
存
か
ら
で
き
る
だ
け
早
く
脱
却
す
る

こ
と
で
す
。
そ
の
た
め
の
最
も
有
望
な
手
段

は
、
需
要
側
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
効
率
化
・
節

約
を
促
進
す
る
こ
と
と
、
供
給
側
で
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
拡
大
す
る
こ
と
で
す
。

石
炭
火
力
廃
止
と
35
年
ま
で
の

電
力
部
門
脱
炭
素
化

今
年
の
Ｇ
７
サ
ミ
ッ
ト
を
展
望
す
る
た
め

に
、
ま
ず
は
昨
年
の
Ｇ
７
サ
ミ
ッ
ト
の
合
意

気
候
変
動
対
策
で

日
本
の
役
割
を
果
た
せ

京都大学
名誉教授

松下 和夫

【表１】ドイツG7首脳宣言の気候・エネルギー関連（主なポイント）

① 排出削減対策のない石炭火力発電所の廃止（期限は定めず：原案
は30年まで）

②35年までに電力部門の大部分（fully or predominantly）を脱炭素化
③ 排出削減対策のない化石燃料への新規の国際的な直接支援を22

年末までに終了
④ 30年までに道路部門を高度に脱炭素化（原案は30年までに電気

自動車（EV）を50％にする）
⑤パリ協定履行のために国際気候クラブを22年末までに設立
⑥ IEAと連携し、エネルギー価格高騰を抑制し、経済や社会への影

響を抑制する措置を検討
⑦ロシア産石油の上限価格の設定など様々なアプローチを検討

（筆者作成）

【表２】石炭火力に関する主要国のポジション

国名 石炭火力に関する方針

日本 30年度の石炭火力の電源比率は19％を計画。国内に新規
建設計画あり

米国 35年までに電力部門の脱炭素化
英国 24年までに廃止

フランス 22年までに廃止
ドイツ 理想的には30年までに廃止（従来は38年までに廃止）
カナダ 30年までに廃止

中国 21年9月に海外への輸出支援の停止を表明、国内に新規建
設計画多数あり

（各種資料より筆者作成。なお中国はG7メンバーではない）
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（
２
０

２
３
）
を
公
表
し
て
い
ま
す
。
こ
の
報
告
書

に
よ
る
と
、
日
本
が
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
割
合
を
増
や
す
こ
と
で
35
年
ま
で
に
Ｃ
Ｏ
２

を
排
出
し
な
い
「
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
比

率
９
割
が
可
能
」
と
分
析
す
る
と
と
も
に
、

こ
の
シ
ナ
リ
オ
の
実
現
に
は
国
の
強
力
な
政

策
的
支
援
が
不
可
欠
と
し
て
い
ま
す
。

こ
の
報
告
書
は
、
最
新
の
デ
ー
タ
を
用
い

た
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
コ
ス
ト
最
小
化
の

電
源
構
成
を
試
算
し
、
30
年
に
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
で
定
め
た
電
源
構
成
比
率
を
達
成

し
、
35
年
に
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
90
％
と

な
る
シ
ナ
リ
オ
を
検
討
し
て
い
ま
す
。
そ
の

結
果
、石
炭
火
力
発
電
や
液
化
天
然
ガ
ス（
Ｌ

Ｎ
Ｇ
）
火
力
の
新
設
な
し
で
、
35
年
に
ク
リ

ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
90
％
が
実
現
可
能
、

そ
し
て
35
年
の
電
力
コ
ス
ト
は
20
年
比
で
６

％
下
が
り
、
電
力
部
門
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
も

20
年
比
で
92
％
減
り
、
現
在
、
約
90
％
の
海

外
か
ら
の
化
石
燃
料
の
輸
入
依
存
を
85
％
削

減
で
き
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
強
化
に

も
つ
な
が
る
と
し
て
い
ま
す
。

こ
の
計
画
の
実
現
可
能
性
を
高
め
る
た
め

の
政
策
の
１
つ
が
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

（
炭
素
の
価
格
付
け
）
で
す
。
１
ト
ン
当
た

り
現
状
の
２
８
９
円（
地
球
温
暖
化
対
策
税
）

を
６
０
０
０
円
に
上
げ
る
と
、
石
炭
火
力
は

採
算
性
が
取
れ
な
く
な
り
フ
ェ
ー
ズ
ア
ウ
ト

す
る
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
大
規
模
蓄
電
池

の
補
助
や
洋
上
風
力
の
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
加

速
な
ど
も
必
要
な
施
策
と
し
て
挙
げ
て
い
ま

す
。こ

の
報
告
書
は
１
つ
の
例
で
す
が
、
日
本

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
脱
炭
素
化
を
具
体
的
に
進

め
る
た
め
の
正
攻
法
で
現
実
的
な
方
策
を
真

摯
に
考
え
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

Ｇ
７
広
島
サ
ミ
ッ
ト
に
向
け
て

こ
う
し
た
状
況
を
勘
案
し
、
Ｇ
７
広
島
サ

ミ
ッ
ト
と
そ
の
後
の
展
開
に
向
け
て
は
、
以

下
の
取
り
組
み
が
肝
要
で
す
。

①
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
の
た
め
に

は
、
着
床
式
お
よ
び
浮
体
式
の
洋
上
風
力
発

電
の
開
発
加
速
、
新
築
建
築
物
へ
の
太
陽
光

発
電
の
設
置
義
務
化
な
ど
、
導
入
加
速
に
向

け
た
実
効
性
の
あ
る
施
策
の
導
入
と
規
制
改

革
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
さ
ら
に
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
変
動
性
へ
の
調
整
力
を
高
め
る

た
め
送
電
線
網
整
備
、
蓄
電
池
の
開
発
と
普

及
、
電
気
自
動
車
（
Ｅ
Ｖ
）
の
普
及
加
速
と

給
電
設
備
普
及
整
備
が
必
要
で
す
。

太
陽
光
発
電
は
、
ま
だ
ま
だ
設
置
の
余
地

が
あ
る
屋
根
置
き
、
耕
作
放
棄
地
・
休
耕
田
、

工
場
跡
地
、
カ
ー
ポ
ー
ト
な
ど
の
活
用
、
そ

し
て
農
業
と
の
共
生
を
め
ざ
す
ソ
ー
ラ
ー
シ

ェ
ア
リ
ン
グ
（
営
農
式
太
陽
光
発
電
）
の
推

進
が
必
要
で
す
。
さ
ら
に
、
風
力
ア
セ
ス
メ

ン
ト
期
間
の
短
縮
、
再
エ
ネ
の
コ
ス
ト
を
増

加
さ
せ
る
制
度
（
出
力
抑
制
、接
続
ル
ー
ル
、

容
量
市
場
な
ど
）
の
見
直
し
も
必
要
で
す
。

東
京
都
が
導
入
し
た
新
築
建
築
物
へ
の
太
陽

光
発
電
の
設
置
義
務
化
す
る
条
例
の
制
定
も

有
効
な
手
段
で
す
。

ま
た
、
高
騰
す
る
化
石
燃
料
か
ら
価
格
が

基
本
方
針
に
は
、
35
年
ま
で
に
日
本
の
電
力

部
門
の
全
て
ま
た
は
大
部
分
を
脱
炭
素
化
す

る
道
筋
に
つ
い
て
具
体
的
記
述
は
あ
り
ま
せ

ん
。
30
年
ま
で
の
Ｃ
Ｏ
２
大
幅
削
減
、
Ｇ
７

が
合
意
し
た
35
年
の
電
源
脱
炭
素
化
を
日
本

で
実
現
す
る
た
め
に
は
、
既
に
実
用
段
階
に

あ
り
、
日
本
で
も
コ
ス
ト
低
下
が
進
ん
で
い

る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
の
導
入
の
加

速
が
望
ま
れ
ま
す
。

他
の
Ｇ
７
加
盟
国
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
に
関
す
る
目
標
や
開
発
動
向
を
参
照
し
て

み
ま
し
ょ
う
。
ド
イ
ツ
は
30
年
80
％
、
35
年

１
０
０
％
、
イ
タ
リ
ア
は
30
年
70
％
と
い
う

導
入
目
標
を
掲
げ
、
カ
ナ
ダ
は
現
時
点
で
既

に
７
割
近
く
を
供
給
し
て
い
ま
す
。
英
国
で

は
、
洋
上
風
力
発
電
の
開
発
が
大
規
模
に
進

む
一
方
、
現
在
11
基
稼
働
し
て
い
る
原
子
炉

の
う
ち
10
基
は
28
年
ま
で
に
廃
止
の
予
定
で

す
。
唯
一
の
新
設
原
子
炉
の
建
設
は
予
定
よ

り
遅
れ
て
い
ま
す
。
米
国
で
は
23
年
に
新
設

原
子
炉
２
基
の
稼
働
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す

が
、
こ
れ
に
続
く
新
設
の
予
定
は
な
く
、
既

存
原
発
の
老
朽
化
と
廃
炉
が
続
き
、
20
％
程

度
と
い
う
現
在
の
原
発
に
よ
る
電
力
供
給
割

合
が
増
え
る
見
込
み
は
あ
り
ま
せ
ん
。
フ
ラ

ン
ス
以
外
の
５
カ
国
で
は
35
年
に
は
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
電
力
の
70
～
80
％
程
度
、

国
に
よ
っ
て
は
そ
れ
以
上
を
供
給
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

Ｇ
Ｘ
基
本
方
針
は
「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
主
力
電
源
化
」
を
掲
げ
て
い
ま
す
が
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
目
標
に
関
し

て
は
30
年
度
36
～
38
％
と
い
う
目
標
の
ま
ま

で
、
35
年
へ
の
言
及
は
あ
り
ま
せ
ん
。

日
本
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
と
気
候
危
機
に

立
ち
向
か
う
た
め
に
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
拡
大
し
て
35
年
の
電
力
供
給
を
Ｇ
７

の
他
の
国
々
に
伍
す
る
レ
ベ
ル
ま
で
引
き
上

げ
る
こ
と
を
め
ざ
し
、
そ
の
実
現
に
必
要
な

具
体
的
な
政
策
、
制
度
の
導
入
、
規
制
改
革

を
早
急
に
進
め
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
急
速
に
拡
大

し
、
35
年
ま
で
に
日
本
の
電
力
部
門
の
全
て

ま
た
は
大
部
分
を
脱
炭
素
化
す
る
エ
ネ
ル
ギ

ー
転
換
は
可
能
で
し
ょ
う
か
。

米
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
ロ
ー
レ
ン
ス
・
バ
ー

ク
レ
ー
国
立
研
究
所
は
、
今
年
３
月
１
日
に

日
本
の
電
力
に
関
す
る
報
告
書 Law

rence 

【表３】G7各国の電力部門脱炭素化目標と21年実績

（出典：気候変動イニシアティブ事務局）
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に
発
電
の
約
90
％
を
再
生
可
能
資
源
由
来
に

す
る
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な

将
来
を
見
据
え
て
、
送
電
網
の
整
備
や
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
変
動
を
調
整
す
る
た
め

に
必
要
な
社
会
的
な
投
資
な
ど
を
今
か
ら
着

実
に
進
め
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

④
地
域
か
ら
の
脱
炭
素
を
（
地
域
版
Ｇ
Ｘ
）

最
後
に
地
域
か
ら
の
取
り
組
み
の
重
要
性

を
強
調
し
て
お
き
ま
す
。

わ
が
国
の
太
陽
光
設
備
導
入
容
量
は
主
要

国
で
も
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
で
す
が
、現
状
で
は
、

コ
ス
ト
や
適
地
の
確
保
、
環
境
と
の
共
生
な

ど
の
課
題
が
あ
り
ま
す
。
地
域
の
再
エ
ネ
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
を
最
大
限
に
引
き
出
し
主
力
電

源
化
し
て
い
く
た
め
、
地
域
に
メ
リ
ッ
ト
が

あ
る
形
で
持
続
的
に
導
入
を
拡
大
し
て
い
く

取
り
組
み
（「
地
域
版
Ｇ
Ｘ
」）
の
推
進
が
望

ま
れ
ま
す
。

21
年
６
月
に
政
府
が
採
択
し
た
「
地
域
脱

炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」
で
は
、
今
後
５
年
間

で
集
中
し
て
取
り
組
み
、
30
年
ま
で
に
脱
炭

素
を
実
現
す
る
「
脱
炭
素
先
行
地
域
」
を
少

な
く
と
も
１
０
０
カ
所
つ
く
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。
22
年
度
に
は
脱
炭
素
地
域
の
募
集

が
２
回
行
わ
れ
、
合
計
46
件
が
脱
炭
素
先
行

地
域
と
し
て
選
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

先
行
地
域
に
限
ら
ず
地
域
裨ひ

益え
き

・
環
境
共

生
型
再
エ
ネ
の
利
活
用
な
ど
の
重
点
対
策
実

施
の
具
体
策
も
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
今

後
５
年
程
度
の
集
中
期
間
に
、
適
用
可
能
な

最
新
技
術
を
地
域
に
実
装
し
、
脱
炭
素
の
事

例
を
各
地
に
創
り
出
し
な
が
ら
次
々
と
先
行

地
域
を
広
げ
て
い
く
と
こ
が
見
込
ま
れ
ま

す
。
国
と
地
方
の
連
携
を
強
め
た
新
た
な
取

り
組
み
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

そ
の
際
に
重
要
な
の
は
、
地
域
主
導
で
地

域
共
生
型
の
再
エ
ネ
導
入
を
進
め
る
視
点
で

す
。
適
切
な
ゾ
ー
ニ
ン
グ
な
ど
に
よ
り
再
エ

ネ
が
地
域
に
受
け
入
れ
ら
れ
る
よ
う
社
会
的

受
容
性
を
高
め
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

以
上
の
よ
う
に
気
候
危
機
へ
の
世
界
の
取

り
組
み
の
中
で
日
本
が
よ
り
大
き
な
役
割
を

果
た
す
こ
と
で
、
日
本
産
業
の
国
際
競
争
力

が
強
化
さ
れ
、
持
続
可
能
な
発
展
が
実
現
さ

れ
ま
す
。
Ｇ
７
広
島
サ
ミ
ッ
ト
を
そ
の
大
き

な
一
歩
と
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。
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低
下
し
て
い
く
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の

転
換
の
手
段
と
し
て
Ｐ
Ｐ
Ａ
（
電
力
販
売
契

約
）
を
最
大
限
に
活
用
し
て
い
く
こ
と
が
望

ま
れ
ま
す
。

②
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
早
期
導
入

国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）
は
、

50
年
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、

先
進
国
で
は
30
年
に
１
３
０
ド
ル
／
ト
ン
の

炭
素
価
格
が
必
要
だ
と
し
て
い
ま
す
【
Ｉ
Ｅ

Ａ
（
２
０
２
１
）】。

日
本
政
府
は
「
Ｇ
Ｘ
実
現
に
向
け
た
基
本

方
針
」
の
中
で
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

を
導
入
す
る
方
針
を
示
し
ま
し
た
が
、
炭
素

賦
課
金
の
導
入
は
28
年
度
以
降
で
あ
り
、
排

出
量
取
引
制
度
は
今
後
10
年
間
、
自
主
的
な

も
の
に
と
ど
ま
り
ま
す
。
国
際
標
準
の
排
出

量
取
引
制
度
に
は
不
可
欠
な
、
一
定
基
準
以

上
の
事
業
所
・
事
業
者
の
参
加
を
義
務
付
け

る
規
定
を
置
い
て
お
ら
ず
、
対
象
事
業
所
・

事
業
者
の
総
量
削
減
の
規
定
も
あ
り
ま
せ

ん
。
ま
た
、
炭
素
価
格
の
水
準
は
Ｉ
Ｅ
Ａ
の

提
言
の
10
分
の
１
程
度
に
と
ど
ま
る
と
推
計

さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
ま
ま
で
は
、
国
際
標

準
か
ら
乖
離
し
た
自
主
的
制
度
が
固
定
化
さ

れ
る
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

30
年
度
の
排
出
削
減
目
標
を
確
実
に
達
成

す
る
た
め
、
そ
し
て
炭
素
国
境
調
整
措
置
の

導
入
な
ど
脱
炭
素
化
が
世
界
の
ビ
ジ
ネ
ス
取

引
の
ル
ー
ル
と
な
る
中
で
、
日
本
企
業
の
脱

炭
素
を
め
ざ
す
真
摯
な
取
り
組
み
が
国
際
的

に
も
正
当
に
評
価
さ
れ
る
た
め
に
も
、
国
際

標
準
に
あ
っ
た
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
制

度
を
よ
り
早
期
に
、
よ
り
実
効
性
の
高
い
も

の
と
し
て
導
入
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

③
原
子
力
発
電
に
つ
い
て

Ｇ
Ｘ
基
本
方
針
で
は
、原
子
力
発
電
を「
脱

炭
素
効
果
の
高
い
電
源
」
と
し
て
「
最
大
限

活
用
す
る
」
と
位
置
付
け
て
い
ま
す
。
し
か

し
な
が
ら
、
原
子
力
発
電
所
は
従
来
か
ら
次

の
よ
う
な
課
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。
⑴

事
故
時
の
リ
ス
ク
が
甚
大
で
あ
る
こ
と
、
⑵

原
材
料
で
あ
る
ウ
ラ
ン
が
枯
渇
性
で
あ
る
こ

と
、
⑶
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
処

分
場
が
決
ま
っ
て
い
な
い
こ
と
、
⑷
廃
炉
の

コ
ス
ト
が
か
か
る
こ
と
―
―
で
す
。

こ
れ
ら
の
問
題
は
福
島
第
１
原
発
事
故
以

来
12
年
が
経
過
し
た
今
日
で
も
、
い
ず
れ
も

改
善
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
ま
た
原
発
の
新
設

コ
ス
ト
は
経
済
産
業
省
の
推
計
で
も
、
30
年

に
は
太
陽
光
発
電
よ
り
割
高
に
な
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
さ
ら
に
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ

侵
攻
以
来
、
有
事
（
戦
争
）
の
際
に
、
原
発

が
攻
撃
対
象
と
さ
れ
る
と
い
う
安
全
保
障
上

の
脅
威
も
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。

検
討
が
始
め
ら
れ
た
小
型
で
次
世
代
型
の

原
子
力
発
電
の
開
発
・
新
設
に
つ
い
て
も
、

小
型
で
あ
る
こ
と
か
ら
規
模
の
経
済
は
損
な

わ
れ
、
コ
ス
ト
高
と
な
る
こ
と
が
避
け
ら
れ

な
い
こ
と
や
、
開
発
に
要
す
る
時
間
と
導
入

に
要
す
る
リ
ー
ド
タ
イ
ム
を
考
え
る
と
、
50

年
に
は
間
に
合
い
ま
せ
ん
。

50
年
の
脱
炭
素
社
会
は
、
原
子
力
発
電
や

核
融
合
で
賄
わ
れ
る
の
で
は
な
く
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
そ
の
主
力
と
な
り
ま
す
。

Ｉ
Ｅ
Ａ
が
21
年
５
月
に
発
表
し
た N

et Zero 
by 2050 

と
い
う
報
告
書
で
は
、
50
年
ま
で

ま
つ
し
た
・
か
ず
お

東
京
大
学
卒
。
環
境
庁
（
現
・
環
境
省
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に
入
庁
。
ジ
ョ
ン
ズ
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プ
キ
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ス
大
学
大
学
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修
了
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Ｏ
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Ｄ
環
境
局
、
京
都
大
学
大
学
院
地
球

環
境
学
堂
教
授
な
ど
歴
任
。（
公
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）
地
球
環
境
戦
略
研
究
機
関
シ
ニ

ア
フ
ェ
ロ
ー
、
日
本
Ｇ
Ｎ
Ｈ
学
会
会
長
。
気
候
変
動
政
策
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

な
ど
に
関
し
積
極
的
に
提
言
。『
１
・
５
℃
の
気
候
危
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脱
炭
素
で
豊

か
な
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、
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会
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な
ど
著
書
多
数
。


